
 

 

 

 特定教育・保育施設検査基準（令和 7年 5月 28 日適用） 

 

 

 

 

 

 

 

こども未来部保育支援課指導検査係 

 



検査基準中の「評価区分」 

評価区分 指導形態 

Ｃ 文書指摘  福祉関係法令及び福祉関係通達に違反する場合（軽微な違反の場合を

除く。）は原則として、「文書指摘」とする。 

 ただし、改善中の場合、特別な事情により改善が遅延している場合等 

は、「口頭指摘」とすることができる。 

Ｂ 口頭指導 福祉関係法令以外の関係法令又はその他の通達等に違反する場合は、 

原則として、「口頭指導」とする。 

 ただし、管理運営上支障が大きいと認められる場合又は正当な理由な

く改善を怠っている場合は、改善状況報告書又は改善計画書の提出を求

めることができる。 

 なお、福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する場合であっても、 

軽微な違反の場合に限り。「口頭指導」とすることができる。 

Ａ 助言指導  法令及び通達等のいずれにも適合する場合は、水準向上の為の「助言

指導を行なう。 

 



運 営 管 理 編 

【目次】  
１．重要事項を記した文書の交付及び同意 
２．区への通知 
３． 情報の提供等 
４． 地域との連携 
 

【凡例】 

 以下の関係法令及び通知等を略称して次のように表記する。 

№． 関係法令及び通知等 略 称 

１ 

 

平成２６年１０月２３日江東区条例２５号「江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例」 

江条例 

 

２ 平成２４年法律第６５号「子ども・子育て支援法」 子子法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目 基本的考え方 観点 関係法令 評価事項 評価 

以下に定めのない検査項目に係る基本的考え方、観点、関係法令等及び評価事項（評価）については、東京都の作成する「保育所指導検査基準」を準用する。 

１ 重要事項を記した文書の
交付及び同意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 区への通知 
 
 
 
 
 
 
３ 情報の提供等 
（１）重要事項の提示および自
動公衆送信による公衆の閲覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）情報の提供 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 地域との連携 
 
 
 

特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、
利用の申し込みを行った教育・保育給付認定保護者（以
下「利用申込者」という。）に対し、運営規程の概要、
職員の勤務体制、支払を受ける費用に関する事項その
他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認めら
れる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当
該提供の開始について利用申込者の同意を得なければ
ならない。 
また、書面等の交付又は提出に代えて、電磁的方法に
よる場合は、文書又は電磁的方法により保護者の承諾
を得なければならない。 
 
特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている
教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定
保護者が偽りその他不正な行為によって施設型給付費
の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、
意見を付してその旨を当該施設型給付費の支給に係る
区に通知しなければならない。 
 
 
特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見
やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、
利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設
の選択に資すると認められる重要事項を掲示するとと
もに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公
衆によって直接受信されることを目的として公衆から
の求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又
は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧
に供しなければならない。 
 
特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用し
ようとする小学校就学前子どもに係る教育・保育給付
認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・
保育施設を選択することができるように、当該特定教
育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関す
る情報の提供を行うよう努めなければならない。 
 
特定教育・保育施設の設置者は、政令で定めるとこと
により、毎事業年度終了後５月以内に当該事業年度に
係る特定教育・保育施設設置者等経営情報を教育・保
育を提供する施設の所在地の都道府県知事に報告しな
ければならない 
 
特定教育・保育施設は、その運営に当たっては、地域
住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う
等の地域との交流に努めなければならない。 
 

１ 利用申込者に対し、重要事項を
記した文書の交付及び同意を得てい
るか。 
 
２ 利用申込者の承諾がないのに、
電磁的方法により提供していない
か。 
 
 
 
 
 
１ 遅滞なく区へ通知しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
１ 重要事項を見やすい場所に掲示
しているか。 
 
２ 重要事項を電気通信回線に接続
して行う自動公衆送信により公衆の
閲覧に供しなければならない。 
 
 
 
 
１ 情報の提供を行っているか。 
 
２ 広告が虚偽又は誇大なものにな
っていないか。 
 
 
 
３ ここdeサーチに登録することで
東京都に経営情報（収支計算書、職
員給与の状況等）を報告しているか 
 
 
 
１ 地域との交流に努めているか。 
 
 

（１）江条例第５条 
 
 
 
（２）江条例第５３条第
２項、第４項 
 
 
 
 
 
 
（１）江条例第１９条 
 
 
 
 
 
 
 
（１）江条例第２３条 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）江条例第２８条 
 
 
 
 
 
 
（１）子子法第５８条第
２項 
 
 
 
 
（１）江条例第３１条 
 
 
 

（１）重要事項を記した文書の交付及び
同意を得ていない。 
 
 
（２）利用申込者からの承諾がないの
に、電磁的方法により書面等の提供をし
ている。 
 
 
 
 
 
（１）区への通知を行なっていない。 
 
 
 
 
 
 
 
（１）重要事項を見やすい場所に掲示し
ていない。 
 
（２）重要事項を電気通信回線に接続し
て行う自動公衆送信により公衆の閲覧に
供していない。 
 
 
 
 
（１）情報の提供を行なっていない。 
 
（２）広告が虚偽又は誇大なものになっ
ている。 
 
 
 
（３）事業年度終了後５月以内に「ここ
de サーチ」に経営情報を報告していない 
 
 
 
 
（１）地域との交流に努めていない。 

Ｃ 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
 
Ｃ 
 
Ｂ 
 
 
 
 
Ｃ 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 

 



保 育 内 容 編 
 

【目次】 
１．食事の提供の状況 
２．健康・安全の状況 
３，不適切保育予防対策の状況 
 
【凡例】 
 以下の関係法令及び通知等を略称して次のように表記する。 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

項目 基本的考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価 

以下に定めのない検査項目に係る基本的考え方、観点、関係法令等及び評価事項（評価）については、東京都の作成する「保育所指導検査基準」を準用する。 

 
１． 食事の提供の状況  
（１）アレルギー対応について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２． 健康・安全の状況 
 
 
 
 
 
 
 

 
アレルギー対応は「保育所におけるアレルギー対応

ガイドライン（厚生労働省）」に基づいて作成した「江
東区の保育所におけるアレルギー対応マニュアル」の
趣旨を理解し、具体的な対応方法や取組みの共通認識
を深め、保護者や関係機関と連携して組織的に対応す
ること。 

 
 
 
 

  
 
 
 
 
園外保育実施時の置き去り、迷子等の事故防止のため
の対策を講じること。 
 
 
 
 
 
 

 
１ 保育所生活管理指導表を使用し

て対応しているか。 
 
２ アレルギー児個々の状況や職員

間の連携の取り方、日々の配膳方
法などを共通理解する為の会議等
を設けているか。 

 
 
３ 保護者と連携を図っているか。 
 
４ 誤食、誤配を防止するための対 

策が適切になされているか。 
 
 
１ 園外保育時の事故防止策がとら 

れているか。 
 
 
２ 園児確認カードを作成し、適宜 

こどもの人数を確認しているか。 
 
 

 
（１）アレルギー対応マ

ニュアル 
 
（１）アレルギー対応マ

ニュアル 
（２）アレルギー対応ガ

イドライン 
（３）江こ計第 1043 号通

知 
（１）アレルギー対応ガ

イドライン 
（１）保育所保育指針第

３章 
 
（１）保育所保育指針第

３章 
（２）江こ計第 1064 号通

知 
（３）江こ計第１60 号 
（１）保育所保育指針第 
  ３章 
（２）江こ計第 1064 号通

知 

 
（１）保育所生活管理指導表を使用して 

対応していない 
 
（１）アレルギー対応について、共通理

解が持てる為の会議等をもうけてい
ない。 

 
 
 
（１）保護者との連携が不十分である。 
 
（１）誤食、誤配を防止するための対策

が適切になされていない。 
 
 
（１）園外保育時の事故防止策がとられ

ていない。 
 
 
（１）園児確認カードを作成していない。 
（２）園児確認カードを使用しての人 

数確認方法が不十分である。 
 

 
Ｂ 
 
 
Ｂ 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
Ｂ 
 
 

№． 関係法令及び通知等 略 称 

１ 平成２９年３月３１日厚生労働省告示第１１７号「保育所保育指針」 保育所保育指針 

２  平成３１年４月厚生労働省「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」  アレルギー対応ガイドライン 

３ 令和２年１２月こども未来部保育計画課「江東区の保育所におけるアレルギー対応マニュアル」 アレルギー対応マニュアル 

４ 令和３年２月５日２江こ計第１０４３号通知「保育所等におけるアレルギー疾患対応について」 江こ計第１０４３号通知 

５ 平成３０年２月２７日２９江こ計第１０６４号通知「園外保育における安全対策の実施について（依頼）」 江こ計第１０６４号通知 



３ 不適切保育予防対策の状
況 

不適切保育が行われないよう、児童の人権について研
修を行ったり、自己評価の中で日々の保育を振り返る
ようにすること。 
 
 
不適切保育が行われた時には、区への報告を行うこと。 
 
 
 
 
 
不適切保育が行われないよう、職員の心身の健康を図
ること。 
 
 

１児童の人権尊重などの研修を行っ
て行っているか。また、自己評価な
どを行っているか。 
 
 
２報告が適切にされているか。職員
が相談・通報できる窓口を設置して
いるか。 
また、区が設置している窓口を職員
に周知しているか。 
 
３定期的な職員のヒアリングや健康
診断などを行っているか。 

(1)保育所保育指針第１
章（５）ア 

(2)保育所保育指針第 5
章①③④ 

 

(1)５江こ計第 211 号 

 

 

(1)保育所保育指針第５
章② 

 

(1)人権に関する研修を行っていない。 
(2)人権に関して、日々の保育の振り返り

や自己評価を行っていない。 
 
 
(1) 区への報告を行っていない。 
(2) 区にある相談・通報窓口の職員周知

をしていない。 
 
 
 
(1)職員の心身の健康状態を把握してい
ない。 

 
Ｂ 
Ｂ 
 
 
 
Ｂ 
Ａ 
 
 
 
 
Ａ 



会 計 編 
 

【目次】 
１．利用者負担 
２．利益供与の禁止 
３．給付費の請求 
４．会計の区分 
 
 
【凡例】 
 以下の関係法令及び通知等を略称して次のように表記する。 
 

１  平成２６年１０月２３日「江東区条例２５号江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例」 
江条例 

２ 平成２９年４月２１日保育計画課・保育課通知「認可保育所における実費徴収について」 実費徴収通知 

３ 昭和４９年６月１３日「江東区私立保育所補助要綱」 江私要綱 

４ 昭和５５年３月２１日「江東区私立保育所扶助要綱」 江私扶要綱 

５ 平成２８年８月２３日府子本第５７１号、２８文科初第７２７号、雇児発０８２３第１号「特定教育・保育等に

要する費用の額の算定に関する基準等の改正に伴う実施上の留意事項について」 
留意事項通知 

６ 平成２９年１月４日保育計画課・保育課通知「月極延長保育料の徴収について」 

 

月極延長保育料通知 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



項目 基本的考え方 観点 関係法令 評価事項 評価 

以下に定めのない検査項目に係る基本的考え方、観点、関係法令等及び評価事項（評価）については、東京都の作成する「保育所指導検査基準」を準用する。 

１ 利用者負担 
（１）上乗せ徴収 
 
 
 
 
 
 
 
（２）実費徴収 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 利益供与の禁止 
 
 
 
 
 
 
 
３ 補助金の請求 
 
 
４ 委託費の請求 
 
 
 
５ 会計の区分 

 
特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供にあた
って、質の向上を図る上で特に必要であると認められ
る対価について、当該特定教育・保育に要する費用と
して見込まれるものの額と特定教育・保育費基準額と
の差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払い
を支給認定保護者から受けることができる。 
＊ただし、平成30年度について区は認めていない。 
 
公定価格及び区運営補助によって賄われない費用につ
いてのみ、実費徴収を行うことができる。ただし、通
常保育に必要なものに係る費用は施設が負担するこ
と。また、基本的に「購入する・しないを選択出来な
いもの」についても、実費徴収は認めない。 
実費徴収する場合には、原則として文書による保護者
の同意を必要とする。文書による同意が困難場合につ
いては口頭による同意でも構わない。 
 
 
 
 
 
 
 
特定教育・保育施設は、利用者支援事業、その他地域
子ども・子育て支援事業を行う者、教育・保育施設若
しくは地域型保育を行う者等又はその職員に対し（あ
るいは職員から）、小学校就学前子ども又はその家族に
対して当該特定教育・保育施設を紹介することの対償
として、金品その他の財産上の利益を供与（あるいは
収受）してはならない。 
 
区の加算分についての補助金を不正に請求してはなら
ない。 
 
委託費の請求を適正に行わなければならない。 
 
 
 
特定教育・保育施設は、特定教育・保育の事業の会計
をその他の事業の会計と区分しなければならない。 

 
1 上乗せ徴収を行なっていないか。 
 
 
 
 
 
 
 
1 当該金銭の使途及び額並びに支

給認定保護者に金銭の支払いを求
める理由について、書面により明
らかにしているか。 

 
2 保護者の同意を得た上で実施し

ているか。 
 
3 保護者に負担を求めることがで

きないものについて、実費徴収を
していないか。 

 
4．実費徴収額は適正であるか。 
 
 
1 金品その他財産上の利益を供与
していないか。 
 
2 金品その他財産上の利益を収受
していないか。 
 
 
 
１ 補助金の請求が適正であるか。 
 
 
２ 委託費の請求が適正であるか。 
 
 
 
１ 特定教育・保育の事業とその他
の事業の会計の区分が行なわれてい
る。 

 
（１）江条例第１３条 
（２）江子発第１２６８

号通知 
 
 
 
 
 
（１）江条例第１３条 
（２）実費徴収通知 
（３）月極延長保育料通

知 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）江条例第２９条 
 
 
 
 
 
 
 
（１）江私要綱 
（２）江私扶要綱 
 
（１）留意事項通知 
 
 
 
（１）江条例３３条 

 
（１）区との協議による承認を得ず、上

乗せ徴収を行なっている。 
 
 
 
 
 
 
（１）金銭の支払いを求める理由につい

て、書面により明らかにしていない。 
 
 
 
（１）保護者の同意を得ずに実施してい

る。 
 
（１）保護者に負担を求めることができ 

ないものについて、実費徴収をしてい
る。 
 

（１）実費徴収額が適正でない。 
 
 
（１）金品その他財産上の利益を供与し

ている。 
 
（１）金品その他財産上の利益を収受し

ている. 
 
 
 
（１）補助金の請求が不適正である。 
（２）補助金の請求に不備がある。 
 
（１）委託費の請求が不適正である。 
（２）委託費の請求に不備がある。 
 
 
（１）会計の区分が行なわれていない。 
（２）会計の区分が不十分である。 

 
Ｃ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ 
 
 
 
 
Ｃ 
 
 
Ｃ 
 
 
 
Ｃ 
 
 
Ｃ 
 
 
Ｃ 
 
 
 
 
Ｃ 
Ｂ 
 
Ｃ 
Ｂ 
 
 
Ｃ 
Ｂ 
 

 


